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１．はじめに

近 年 、建 物 の長 寿 命 化 が進 み 、その維 持 ・向 上 には、建 物 イ

メー ジや 立 地 条 件 が重 要 となる。しかし、高 度 経 済 成 長 期 に建

てられ た多 くの建 物 では 、竣 工 当 初 に比 べ て設 備 の物 理 的 性

能 劣 化 以 上 に、社 会 的 要 因 から設 備 へ の要 求 性 能 は 高 くなっ

ている。建 築 設 備 の長 寿 命 化 や 劣 化 に対 応 す るためには、長

期 的 な保 全 ・管 理 が重 要 で、特 に躯 体 に比 べ て寿 命 が短 いた

め、設備 の容 易な更新 が必 要になる。

文献 １１）で、空調 システムの更新時期として、経済寿命 を用 い

た算 出 手 法 を提 案 した。経 済 寿 命 を算 出 す るＬＣＣ平 均 年 価

は、経 済 寿 命 付 近 において、明確 な差 がみられず 、ほぼ横 ばい

であり、よって更新時期 を定めるための別の要因 が必要 である。

そこで本 研 究 では、設 備 更 新に直 接 関 与 す ると考 えられる専

門 家 の意 見 を考 慮 した建 築 設 備 システムの更 新 時 期 算 定 手 法

を提 案 す る。そのため、はじめに中 規 模 事 務 所 ビルにおける建

築 設 備 システムの稼 動 状 況 、保 全 履 歴 に関 して実 態 調 査 を行

い、設 備 システムの更 新 時 期 をデルファイ法 によるアンケー ト調

査を用いて更新時期予測を行 った。この調査結果と経済寿命か

ら建 築 設 備 の更 新 時 期 算 定 手 法 を提 案 し、最 後 にこの手 法 の

ケーススタディを行った。

２．中規模ビル設備の稼動、保全状況調査

東 京 都 ２３区 では 、多 数 の中 規 模 事 務 所 建 築 が存 在 してお

り、それ らのビルで使 用 され ている建 築 設 備 の形 態 、管 理 状 況

は様 々である。建築設備の保全形態は多岐 にわたっており一様

に扱 うことができない。

そこで、東 京 都 内 の中 規 模 事 務 所 建 築 設 備 の設 置 状 況 、稼

動状況、保全状況の調査 を行 い、その設備実態を把 握す る。

異なる空 調 システムを有 す る３棟 の中 規 模 賃 貸 事 務 所 ビルお

よび 大学 の研究棟を調査対象とす る。大 学の研究棟 は、実質上

事務所用途として使 用 されていることから、賃 貸 事 務 所 ビル３棟

と共に調査を行った。調査建物概要を表１に示す。

調 査 項 目は、各 設 備 機 器 の稼 動 時 間 、定 期 点 検 状 況 及び 予

防 保 全 状 況 に関 してビル 管 理 者 に対 しヒアリング調 査 を行 い、

中規模ビルの設 備 の実 態 把 握 を行 った。各 設 備 機 器は、システ

ム、サブシステムに分 類 し、空 調 システムは、パッケー ジエアコ

ン、熱 源 設 備 、空 調 設 備 、ポンプ類 、配 管 類 のサブシステムに

分類 し、給水 システム及 び排 水システムは、槽類 、ポンプ類 、配

管類のサブシステムに分類した。また、得られた保全データの分

析 を行 い、建 物 の特 徴 や 設 備 システムの違 いによる傾 向 を分 析

した。

This research proposes the method of the renewal age prediction for the building equipment system,

considering the opinion of professionals who concerns the equipment renewal.Firstly, the survey for

the building equipment system was performed, which includes the operating condition and the history

of maintenance. Secondly the renewal age was predicted through the Delphi method.These results

are combined with an evaluation of the economic life, and the method for the renewal age prediction

was proposed. Lastly the case study was performed as a verification.



表１　調査対象建物概要 表２　空調、給水、排水システムの稼動時間

及び定期点検・予防保全状況

図２　空調設備のサブシステム別累積保全費

熱源設備 パッケージエアコン  空調設備

ポンプ類 配管類 空調システム全体

図１　保全形態２）

各 建 物 の空 調 、給 水 、排 水 システムの稼 動 時 間 及 び 定 期 点

検・予防保全状況を表 ２に示す。

各 建 物 の設 備 稼 働 時 間 は、空 調 設 備が長 く１日 当 り１０時 間

近く稼 動 している。それに対 し給 排 水 ポンプは、１～ ３時 間 と短

い 。

設 備 の保 全 には大 きく分 けて、予 防 保 全 と事 後 保 全 があり、

予 防 保 全 を行 った方 が、設 備 の寿 命 は延 び ると言 われる。しか

し、事 後 保 全 に比 べ て費 用 がかかることから、調 査 を行 った４

棟 に関 しても、予 防 保 全 は行 わず 事 後 保 全 で対 応 し、故 障 後

に交 換 という方 法 をとっていた。本 調 査 で、定 期 点 検 及 び 予 防

保全状況について調 査 を行 った。表 ２にメー カー が推奨 す る定

期 点 検 項 目 数 と予 防 保 全 項 目 数 に対 し、現 状 の満 足 している

項目数を示す 。全体的 な傾向 として、定期点検は空調 システム

に満 足 している項 目 数 が多 く、給 水 、排 水 システムには満 足 し

ている項目数 が少 ない。予防保全 は、Ｂビル、ＣビルのＡＨＵを

除いて全 く行われてお らず、基本的 に事後保全である。

保全形態を図 １のように分 類 し２）、物 理 的 劣 化 回 復 保 全 の劣

化 回 復 保 全 に要 した費 用 を調 査 した。ただし、フィルター 交 換

費 は 洗 浄 ・清 掃 に、消 耗 品 購 入 費 は 補 強 ・補 修 に 含 める。ま

た、Ａ、Ｂ、Ｃビルは、メーカーと保守契約 を結んでおり、内容か

ら点 検・調整費に含 める。Ｄビルもメー カー と修 理 も含 めた保守

契 約 を結 んでいるが、その内 訳 が分 からないため図 ３には 掲

載 しない。空 調 設 備 のサブシステム別 の経 年 による累 積 保 全

費 を図 ２に示 す 。空 調 システムの保 全 形 態 別 年 間 平 均 保 全 費
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定期点検 予防保全

/ /

ﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 水熱源ＨＰ 1992 10.00 *0 1　/　2 0 / 1
冷却塔 1992 （夏期）10.00 *0 14 / 15 0 / 6
電気温水ボイラー（補助熱源 1992 （冬期）10.00 *0 4 / 9 -

空調設備 全熱交換機 1992 10.00 *0 4 / 14 0 / 7
ポンプ類 熱源水ポンプ 1992 10.00 *0 5 / 13 0 / 12
配管類 熱源水配管 1992 － - -

高置水槽 1989 － 7 / 9 -
受水槽（躯体利用） 1964 － - -

ポンプ類 揚水ポンプ 1989 1.67 *0 5 / 16 0 / 15
配管類 給水配管 1980 － - -

汚水槽（躯体利用） 1964 － - -
雑排水槽（躯体利用） 1964 － - -
汚水ポンプ 1988 1.39 *0 2 / 10 0 / 11
雑排水ポンプ 1990 1.33 *0 2 / 10 0 / 11

配管類 排水管 1992 － - -
空冷ブラインチラー 2001 7.97 *1

冷凍機 1990 7.25 *1

冷却塔 1990 7.35 *1 6 / 14 0 / 6
ボイラー 1960 不明 9 / 9 -

空調設備 ＡＨＵ 1990 8.74 *2 4 / 10 5 / 10
ブラインポンプ1 2001 8.11 *1

ブラインポンプ2 2001 4.27 *1

冷却水ポンプ 1990 7.48 *1

冷水ポンプ 1990 4.96 *1

冷水2次ポンプ 1990 9.15 *1

温水1次ポンプ 1990 不明 *0

配管類 冷却水配管 1990 － - -
受水槽（躯体利用） 1960 － - -
高置水槽 1995 － 4 / 9 -

ポンプ類 揚水ポンプ 1995 1.00 *0 0 / 15 0 / 14
配管類 給水管 1995 － - -

汚水槽（躯体利用） 1960 － - -
雑排水槽（躯体利用） 1960 － - -
汚水水中ポンプ 1995 0.67 *0

雑排水水中ポンプ 1995 0.67 *0

配管類 排水管 1995 － - -
冷温水発生機 1990 14.00 *0

冷却塔（角型） 1990 不明 *0 7 / 15 0 / 6
ＡＨＵ 1992 14.00 *0

ＡＨＵ 1976 14.00 *0

ＦＣＵ 1990 不明 *0 10 / 12 0 / 12
冷温水ポンプ 1990 14.00 *0

冷却水ポンプ 1990 14.00 *0

冷温水配管 1990 － - -
冷却水配管 1990 － - -
受水槽 1991 － 9 / 9 -
高置水槽 1991 － 9 / 9 -

ポンプ類 揚水水中ポンプ 1991 0.50 *0 1 / 11 0 / 11
配管類 給水管 1991 － - -

汚水槽（躯体利用） 1957 － - -
湧水槽（躯体利用） 1957 － - -
汚水水中ポンプ 1990 0.50 *0 2 / 11 0 / 11
湧水水中ポンプ 1991 5分/月 *0 2 / 11 0 / 11

配管類 排水管 1957 － - -
空調 ﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 空冷HP 1993 設定なし *0

受水槽 1993 － 4 / 9 -
高置水槽 1993 － 4 / 9 -

ポンプ類 揚水ポンプ 1993 3.00 *0 0 / 15 0 / 14
配管類 給水管 1993 － - -

汚水槽（躯体利用） 1993 － - -
雑排水槽（躯体利用） 1993 － - -
汚水水中ポンプ 1993 3.00 *0

雑排水水中ポンプ 1993 3.00 *0

配管類 排水管 1993 － - -
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配管類
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*2：2001年7月～2002年6月までの計測データによる１日当りの平均稼動時間
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Aビル Bビル Cビル Ｄビル

東京都港区 東京都中央区 東京都中央区 東京都新宿区
賃貸事務所ビル 賃貸事務所ビル 賃貸事務所ビル 大学研究棟

SRC造 SRC造 RC造、一部S造 SRC造
7,554㎡（本館）
11,324㎡（新館）

9368㎡ 7843㎡ 20,893㎡

地上：9階、地下：3階 地上：9階、地下：2階 地上：8階、地下：1階 地上：9階、地下：1階
1955年11月（本館）
1965年6月（新館）

1960年6月 1931年 1993年

電気 電気、重油A ガス 電気、ガス
閉回路式水熱源
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670 113
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(百万円)

空調ｼｽﾃﾑ



を図 ３に示 す 。

図２より、累積保全費は、主に熱源設備、パッケージエアコン、

空気調和設備に費 用 が発 生 してお り、ポンプ類ならび に配管類

には、ほとんど費 用 が発 生 していない。パッケー ジのＤビルは、

保守契約のため毎 年 一 定 の割 合 で費 用 が発 生 している。

空調システム全体の累積保全費の推移をみると、セントラル空

調 であるＢビル、Ｃビルの費 用 が、個 別 空 調 であるＡビルと比 較

し保 全 費 が大 きい。保 守 契 約 の み のＤビル の費 用 が一 番 大 き

いのは、保 守 契 約 費 の中 に設 備 管 理 者 の人 件 費 等 が含 まれて

いる為 と考えられる。

図３より、年間平均 した保全費 は、個別空調であるＡビルが低

く、セントラル式であるＢ、Ｃビルの保 全 費 はほぼ同 じとなってい

る。またその内 訳 は、Ａビルが部 品 替 ・修 理 と洗 浄 ・清 掃 がほと

んどであるのに対 し、Ｂ、Ｃビルには点 検 ・調 整 費 が発 生 してお

り、全体 の約４０％を占めている。

図３　空調システムの保全形態別年間平均保全費

３．設備システムの更新時期

第 ２節 では 、中 規 模 事 務 所 建 築 設 備 の保 全 実 態 を明 らかに

した。この実 態 を踏 まえ、本 論 文 では中 規 模 事 務 所 建 築 の劣 化

及 び 長 寿 命 化 における建 築 設 備 の維 持 、保 全 、更 新 に直 接 関

与す ると考えられる専 門 家の意見 を考 慮した建築設備 の更新時

期を予 測 す る。

代表的な技術予測の手法として用いられているデルファイ法と

は、一 種 の意見収斂アンケー トである。匿 名 で繰 り返 しアンケー

トが行 われることにより、様 々 な立 場 の意 見 を取 り入 れ ることが

でき、分散 しているアンケート回 答について、個人的 な偏 見を減

らし、誰 もが納 得 のいく時 期 に収 斂 させ ることができる。

アンケート条件として以下の項目をあげる。

①　アンケートする内容をはっきりさせる。

②　アンケート回答者はその内容 に関す る専門家 とする。

③　最低１０人以上を回答者とし、参加する意思を得る。

アンケート概要を図４に示す。

アンケー ト内 容 は、Ａビル、Ｂビル、Ｃビル、Ｄビルの空 調 シス

テム、給水 システム、排水 システムについて、現 在から何年後に

システム更 新 を行 うかにつ いて、設 備 の専 門 家 １３名 （所 有 者 １

名 （経 験 年 数 ２２年 ）、設 備 管 理 者 ３名 （２６年 、２０年 、１７年 ）、

設 備 設 計 者 ４名 （２０年 、１５年 、１０年 、４年 ）、設 備 診 断 士 ３名

（２０年 、１５年 、７年 ）、設 備 研 究 者 ２名 （３５年 、２０年 ））にアン

ケー トを行った。調査期間 は、１回 目 のアンケートが２００２年 １２

月に行い、２回目のアンケー トは２００３年１月である。

アンケー トの集 計 方 法 を図 ５に示 す 。図 のように、第 １回 目 及

び 第 ２回 目 のそれぞれの第 一 分 位 点 と第 三 分 位 点を取 り出 し、

それ らの差 が縮 小 していれば、収 斂 していることになる。また、

本調査がシステムの寿命 という事象 を扱 っているということから、

意 見 としての余 寿 命 は ワイブル 分 布 に従 うと考 えられ 、ここで

は、２回 目のアンケート結果の累 積ハザード値を算出し、回帰直

線 からワイブル分 布 の形 状 パラメー タｍと尺 度 パラメー タη を算

出 し、ワイブル 分 布 による各 年 の確 率 密 度 を算 出 した。ワイブ

ル分 布 密 度 関 数 Ｆ（ｎ）及 び 期 待 値Ｅ（Ｎ）は、以 下 の式 になる。

調査結果を図 ６に示 す。 　　　
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F ( n ) ：ワイブル分布密度関数、E ( N ) ：F ( n ) の期待値、

η：尺度 パラメー タ、ｍ：形 状 パラメータ、ｎ：稼動年数

空調システム

各ビルの空 調システムの調 査 時 における稼動年数 をＡビルは

１０年、Ｂビルは１２年、Ｃビルは１２年、Ｄビルは９年とする。

Ａビル は、第 １回 目 のアンケー トの第 一 分 位 点 と第 三 分 位 点

の差 は５年 間であり、第 ２回 目 のアンケー ト結果 では、４年間 と１

年 間 収 斂 し、中 位 点 はそれぞれ１５年 と２０年 となっている。Ｂビ

ルでは 、それぞれ９年 間 から６年 間 に収 斂 し、中 位 点 は それぞ

れ１９．５年と２０年 となっている。しかし、意 見 としては２５年 とい

う回 答 が一 番 多 く、これは２年 前 （２００１年 ）に冷 凍 機 を増 設 し

ていることに起 因 す ると考 えられる。Ｃビルでは、７年 間 から５年

間 に収 斂 し、中 位 点はそれぞれ２１年 と１９．５年 になっている。

Ｄビルでは、４年 間 から２年 間 に収 斂 し、中 位 点 はそれぞれ１９

年 と１９年 になっている。また、ワイブル分 布 のそれぞれの期 待

値は、１８．６年、２０．８年、１８．４年、１８．４年となり、意見の傾

向としてＤビルのシステムの更新時期の年数 が集 中 していること
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図５　アンケート集計方法
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がわかる。アンケー トの意 見として、セントラル方 式を採用 してい

るビルの意 見 には、テナント誘 致 の観 点 から個 別 方 式 へ の変 更

を薦 める意 見 が多 くなっていた。今 後 のシステム更 新 を考 慮 し

て、す べ ての機 器 の交 換 時 期 をそろえるように部 分 更 新 を行 う

必要を指摘する意見も目立った。

給水システム

各ビルの給 水システムの調 査 時 における稼動年数 をＡビルは

１３年、Ｂビルは７年、Ｃビルは１１年、Ｄビルは９年とする。

Ａビルでは 、１９．５年 間 から５年 間 に大 幅 に意 見 が収 斂 し、

中 位 点 はそれぞれ２０年 と２６年 になっている。Ｂビルでは、７年

間と７年 間で意見 の収 斂はなく、また中位点 も１７年 と１７年 で一

致 している。Ｃビル では、８．５年 間 から２．５年 間 に収 斂 し、中

位 点 は２１年 と２０年 になっている。Ｄビルでは６年 間 と６年 間 で

意 見 の収 斂 は み られないものの、中 位 点 は ２４．５年 から２１年

に短 くなった。ワイブル分 布 の期 待 値 は、それぞれ１７．３年 、１

７．６年、１９．７年、２１．８年となり、意見としては、受水槽に躯体

を使 用 しているＡ、Ｂビルで更新時期が早 い傾向 があることがわ

かるが、意 見 としては 躯 体 の耐 久 性 の判 断 から意 見 が分 散 傾

向 にある。それに対 し、躯 体 利 用 をしていない受 水 槽 を使 用 し

ているＣビル、Ｄビルに対 す る意 見 は、比 較 的 集 中 してお り、ま

た新 しい建 物 であるＤビルの更新年数が長 くなっていることがわ

か る。

排水システム

各ビルの排 水システムの調 査 時 における稼動年数 をＡビルは

１４年、Ｂビルは７年、Ｃビルは１２年、Ｄビルは９年とする。

Ａビルでは、１２年 間 から１０年 間 へ 意 見 の収 斂 がみられ、中

位 点 は１９．５年 から２０年 となっている。Ｂビルでは５年 間 と５年

間 で 意 見 の 収 斂 は な い もの の 、中 位 点 は １５年 と１８．５年 に

なっている。Ｃビル では ８．５年 間 から５．５年 間 に意 見 が収 斂

図６　アンケート結果
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し、中位点は１６年と１６年 で一致 している。Ｄビルでは、７．５年

間 から４年 間 に意 見 が収 斂 し、中 位 点 は １７．５年 から１８年 に

なっている。またワイブル 分 布 の期 待 値 は 、２１．４年 、１８．０

年、１６．５年 、１７．３年 となっており、分散傾向もＣビル、Ｄビル

が比較的集中しているのに対 し、Ａビル、Ｂビルは、分散傾向に

あることがわかる。これは、Ａビル、Ｂビルのシステムに竣工当時

から稼 動 している機 器 が混 在 していることが影 響 しているためと

考 えられる。

全体として、システムの稼動年数がはっきりしている空調システ

ムは、システム更 新 時 期 の意 見 が収 斂 してお り、機 器 単 体 の更

新を繰 り返しているような給 水 、排 水 システムは、システムとして

の起 点がはっきりしないため、意 見 が分散傾向 にある。給水 、排

水システムは、建 物のライフサイクルにお いてシステム全体更新

よりも、機器単体更新が専門家 の意 見であると考 えられる。

４．空調システムの経済寿命の算出

次 に空 調 システムの経 済 寿 命 を算 出 す る。ここで用 いた経 済

寿 命 算 出 式は、一 般 的には経 済 性 指 標 として用 いられているＬ

ＣＣ平 均 年 価 式 である。経 済 寿 命 はＬＣＣ平 均 年 価 Ｍ （ｎ）の最

小となる年数 ｎのことであり、稼 動 費 の平均年価と初期投資額の

平 均 年 価 の和 に金 利 を掛 け合 わせたもので表 される。金 利 は、

この当 時 （１９９０年 ）の公 定 歩 合 を参 考 にして６％ とした。　　
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　Ｍ（ｎ）：ＬＣＣ平均年価、ｉ：金利 、Ｃ０：初期コスト　

Ｒｊ：稼動ｊ年目の光熱費、Ｈｊ：稼動ｊ年目における保全費



また稼 動 費 は 、保 全 費 と光 熱 費 の 和 で あり、実 測 調 査 した

データをもとに以 下 の設 定 を行 い算 出 す る。

保全費Ｈｊは、本調査では、各ビルの空調システムの生涯に亘

る保全費データが得られなかった為、空調 システムのイニシャル

コストより、文献１）の累積保全費予測曲線ｆ（ｎ）（現価換算値）を

用いて算 出す る。注１）以上 より得られらたｆ（ｎ）とＨｊは、以下 の関

係 にある。
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光熱費 Ｒｊは、各建物の２００１年 度における空調 システムのエ

ネルギー 消 費 量 をもとに、以 下 の式 より算 出 す る。ここで空 調 シ

ステムのエネルギー 消費量の推定値 注２）及びエネルギー 単価設

定 値 を表 ３に示 す 。年 間 の光 熱 量 上 昇 による光 熱 費 増 加 率 φ

は、それぞれ Ａビルは ３％ ／ 年 、Ｂビル は４％ ／ 年 、Ｃビルは ４

％／ 年 、Ｄビルは４％ ／年 と仮定 す る。また、エネルギー 単 価の

経年 による上昇率は０％／ 年と仮 定す る。
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Ｒ１：稼動１年目光熱費、ｊ：稼動年数、φ：光熱費増加率

ｃ：稼動 １年 目のエネルギー単 価

Ｅｍ：２００１年度における空調システムのエネルギー消費量

ｍ：２００１年度における稼動年数

空調システムの初期コストは、表１の値を用いる。今回は、シス

テムの稼 動 年 数が１９９０年 以 降であるので、デ フレー タは考 慮

しない。Ｂビルに関 しては、２００１年 （システム稼 動 ９年 目 ）に冷

凍 機 を増 設 しているため、それを考 慮 す る。この時 の金 利 は０．

５％とする。

以 上 より、各 建 物 の空 調 システムの経 済 寿 命 を算 出 す る。結

果、Ａビルは１９年、Ｂビルは２６年、Ｃビルは２０年、Ｄビルは１７

年となった。

表３　空調システムのエネルギー消費量推定値

及びエネルギー単価設定

図７　システム更新時期算定概念図
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ガス（N/m3） - - 61,892 - 55 円/N・ｍ3

重油（L/年） - 24,135 - - 29 円/L

空調システムのエネルギー消費量推定値
（2001年度） 熱源

単価

５．設備システムの更新時期算定手法の提案

経済寿命はＬＣＣ年 価 が最小 になる年 数 と定義 されるが、図７

のように、ＬＣＣ平 均 年 価 の経 年 の推 移 をみ ると、経 済 寿 命 の付

近ではそれほど差 が見 られず 、よって、システム更 新 時 期 として

の明 確 な判 断 基 準 とは 言 い難 い。そこで専 門 家 の意 見 による

更 新 時 期 と経 済 的 な更 新 時 期 とを組 み 合 わせた更 新 時 期 算 定

手法 を提案 す る。

システムの更新要因は、物理的劣化と社会的劣化 に分 類でき

る４）～ ７）。この物 理 的 劣 化 と社 会 的 劣 化 が、更 新 の決 定 要 因 と

なっている。ＬＣＣ平均年価は、物理的劣化と社会的劣化を経済

性 の観 点 から評 価 した結 果 である。しかし図 ７からわかるよう

に、経 済 性 の判 断 を行 えるのは 、初 期 投 資 額 のほぼ １％ 程 度

の範 囲 と考 えられる。一 方 で、デ ル ファイ法 が専 門 家 の主 観 を

客 観 的 に表 せ る唯 一 無 二 の手 法 であることから、専 門 家 の主

観的 な意見 と経済性 の評 価であるＬＣＣ平均年価は、同 等 の価

値があると考 えて、これらを加 算 することで、経済性に専門家の

主観を取り入れた更新評価が可能となる。

そこで経済的更新評価は、システム更新を考慮 し始める期間

である区 間 をＬＣＣ平 均 年 価 のほぼ横 ばいである区 間 であると

し、経 済 寿 命 のＬＣＣ平 均 年 価 から初 期 コストの１％ の差 まで

の年 数 を導 き出 す 。専 門 家 による更 新 評 価 は、図 ６のワイブル

分 布 を用 いる。また重 み 付 けを１：１とし、それぞれの最 大 値 を

０．５として各値を比例させる。システム更新時期として妥当であ

ると考えられる時期は、上 記２つの評 価を加算した最大値をとる

時期 となる。概 念 図 を図 ７に示 す 。また以 下 に更新時期算定式

を示 す 。
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V ( n ) ：総合更新評価、F v ( n ) ：専門家更新評価、•

M v ( n ) ：経済的更新評価、• a , b ：係数、

Ｍ ：経 済 寿 命 時 のＬＣＣ平 均 年 価

Ｆ：ワイブル分布密度関数の最大値

今回調査した４棟 に関 して、空 調 システムの更 新 時 期 を算定

する。結果 を図 ８に示す。

結果、Ａビルは１９年、Ｂビルは２３年 、Ｃビルは２０年、Ｄビル

は、１８年でシステム更新するのが最適であることがわかった。



図８　各建物の空調システム更新評価

なった。

専門家更新評価 として、同 じシステムを用 いているＣビルの空

調システムの値を用いる。

結果 を図９に示 す。更新時期 は２０年 となり、実 際 の更新時期

と１年の差はあるが、ほぼ一 致した。

図９　Ｅビルの空調システムの更新評価

表７　　Ｅビル概要

Ｅビル
東京都港区

賃貸事務所ビル
ＳＲＣ

20,086㎡
地上9階,地下2階

1982年
熱源種 電気、ガス
主熱源設備 冷温水発生機

空調方式 セントラル方式
（各階ユニット）

稼動年数 1982年～2001年
370ｼｽﾃﾑ初期ｺｽﾄ(百万円)

階　数
竣工年月

空調ｼｽﾃﾑ
設備
概要

建物名称

建物
概要

所在地
種　別
構　造
延べ床面積

Ａビル

Ｂビル

Ｃビル

Ｄビル
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６．システム更新時期算出手法のケーススタディ

ここでは 、第 ５節 で提 案 した更 新 時 期 算 出 手 法 のケー ススタ

デ ィを行 う。ケー ススタデ ィには 、Ｅビル の空 調 システムを用 い

る。Ｅビルの空 調 システムは、１９８２年 の竣 工 から２００１年 にシ

ステム更 新 す るまでの１９年 間 稼 動していた。Ｅビルの概 要 を表

４に示 す 。まず 始 めに、空 調 システムのＬＣＣ平均年価 を算 出す

る。デ ー タは、調 査 で得 られた空 調 システムの初 期 コスト及 び 、

２００１年 度 のエネルギー 消 費 量 である。保 全 費 の算 出 は、第 ５

節と同様にし注１）、空調システムのエネルギー消費量注３）は、２％

／ 年 増 加 す ると仮 定 し算 出 した。また金 利 は、当 時 の公 定 歩 合

を参 考 にし、５％としている。計算 した結果 、経済寿命は２１年と

７．まとめ

本 研 究 の成 果 として、中 規 模 事 務 所ビルの管 理 者 へ のヒヤリ

ング及 び 記 録 デ ー タを通 して、建 築 設 備 の稼 動 状 況 及 び 定 期

点 検 ・予 防 保 全 の実 態 が明 らかになった。稼 動 状 況 は、給 排 水

ポンプの稼 働 時 間が短 く、またメー カー が推 奨 す る定 期 点 検 及

び予防保全は、空 調システムが比較的定期点検の満足 している

項 目 数 が多 いが、その他 の設 備 は 定 期 点 検 、予 防 保 全 がほと

んど行 われていない実 態 が明 らかになった。基 本 的に予防保全

が行 われておらず 、事 後 保 全で対 処 していた。累 積 保 全 費は、

個別空調方式 は低 く、セントラル空 調 は高く、点 検 ・調 整 費 が全

体の約４０％を占めており、ことが明らかとなった。熱源設備及び

空 調 設 備 以 外 に集 中 し、その他 の設 備 にはほとんど掛 かって

いない。

このような保 全 実 態 を踏 まえた上 で、設 備 機 器 の更 新 に関 わ

りのある専 門 家 へ 、建 築 設 備 システムの更 新 時 期 についてデ ル

ファイ法を用いたアンケート調査を行った。その結果、システムの

稼動年数がはっきりしている空調 システムは、システム更新時期

の意 見 が収 斂 してお り、機器単体 の更 新 を繰 り返 しているような

給水、排水システムは、システムとしての起点がはっきりしないた

め、意 見 が分 散 傾 向 にある。以 上 より、デルファイ法 を用 いたア

ンケー ト調 査 により、設 備 システムの更 新 時 期 の予 測 が可 能 で

あることを示 した。また専 門 家 の意 見 をワイブル 近 似 で定 量 化

し、ＬＣＣ平均年価 より、物理的劣化及び社会的劣化を考 慮した

システム更新時期算定手法を提案した。

最 後 に更 新 時 期 算 定 手 法を用 いてケー ススタデ ィを行 い、結

果 、実 際 の 空 調 システムの更 新 時 期 と誤 差 １年 でほぼ 一 致 し

た。
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しかし、今回 のケーススタディは、１例と少なく、更新時期算定

手法の有効性を検証できたとは言えない。今後の展望として、更

新 時 期 算 定 手 法 の専 門 家 の意 見 による様 々 なシステムの寿 命

を調 査 す ることにより、更 新 時 期 算 定 手 法 の精 度 を上 げ 、検 証

例 を増 や していくことが重 要 になってくる。また今 回 は、経 済 寿

命の算 出 の関 係 上 、給 排 水 システムについては検 証できなかっ

た。今 後 は、空 調 システム以 外 の更 新 時 期 の予 測 を行 い、建 築

ＬＣＣにしめる建築設備の影 響を調べ る必 要 があると考える。

注
注１）本調査では、各ビルの空調システムの生涯にわたる保全費のデータが得られ

なかった為、空調システムのイニシャルコストより、文献１）の累積保全費予測曲
線ｆ（ｎ）（現価換算値）を用いて算出する。算出式は以下になる。

9723.712
22

7573.1
11

1041056.8)(

00343.0)(

nCnf

nCnf

⋅⋅⋅=

⋅⋅=
−

　ｆ１（ｎ）：熱源機器の累積保全費予測曲線　Ｃ１：熱源機器の初期コスト
　ｆ２（ｎ）：空調機器の累積保全費予測曲線　Ｃ２：空調機器の初期コスト

注２）　　空調システムのエネルギー消費量は、熱源機器と空調搬送機器のエネル
ギー消費量の和とする。Ａビル、Ｄビルは個別方式のため、熱源機器と搬送機
器が同一設備内にあるので、各個別機器の消費エネルギー量の推定を行う。
Ｂビル、Ｃビルに関しては、熱源機器と搬送機器が別々であるので、これらのエ
ネルギー消費量を別々に推定する。
　また、推定手法の共通事項として、各月の稼働日を設定する。稼働日は、平
日を１日、土曜日を０．５日、日曜日・祝日を０日として、各月の稼働日を換算す
る。最終的に、各年度の夏期（６月～９月）、中間期（４月～５月、１１月）、冬期（１２
月、１～２月）における稼働日１日当たりのエネルギー消費量平均値を算出す
る。
　Ａビルは、調査より１９９４年～２００１年までの各月における建物全体の電力消
費量データと、２００２年度の夏期、中間期、冬期における代表日（平日）の時刻
別の専用部の電灯、動力電力消費量データが得られた。建物Ａは、閉回路式
水熱源ヒートポンプの為、空調システムのエネルギー消費量は、専用部の動力
電力消費量から算出した。また専用部の電灯電力消費量データから照明・コン
セント動力エネルギー消費量（専用部）を算出した。各月の電力消費量データ
から稼働日換算した値を用いて、夏期、中間期の空調システム及び照明・コン
セント動力（専用部）のエネルギー消費量を減算した値は、それぞれ、６４３ｋＪ／
㎡・日、６８１ｋＪ／㎡・日（熱量二次換算値）となり、これらの平均値６６２ｋＪ／㎡・日
を照明・コンセント電力エネルギー消費量（共用部）と一般動力エネルギー消費
量の合計値とした。以上より、各年度の一般電力エネルギー消費量は、照明・
コンセント動力エネルギー消費量（専用部）と空調システムのエネルギー消費
量の比率及び照明・コンセント電力エネルギー消費量（共用部）と一般動力エ
ネルギー消費量の経年変化は無いものと仮定し、中間期の建物全体の電力
消費量データから算出した。よって、空調システムのエネルギー消費量は、建
物全体のエネルギー消費量から一般電力エネルギー消費量を減算した値とし
た。
　Ｂビルは、調査より２００１年７月～２００２年８月における熱源機器及び空調搬送
機器の詳細な日別電力消費量データ及び１９９５年度から２００１年度までの各月
の電力消費量データ、重油消費量データを得た。詳細データより、中間期にお
ける空調搬送機器の電力消費量の稼働日平均は、２２６ｋＪ／㎡・日である。中間
期において一般電力エネルギー消費量と空調搬送機器のエネルギー消費量
比率の経年変化が無いと仮定し、中間期の電力消費量データに同比率を乗じ
て一般電力エネルギー消費量を算出した。夏期の空調システムの電力消費量
は、電力消費量データから一般電力エネルギー消費量を減算した値とする。ま
た、冬期は重油焚ボイラーを使用している為、重油消費量から冬期の熱源機
器のエネルギー消費量を算出した。
　Ｃビルは、吸収式冷温水発生機を熱源としているため、各期とも空調用ガス消
費量から熱源のエネルギー消費量を算出した。空調搬送機器のエネルギー
消費量は、Ｂビルのデータより、空調機、ポンプの中間期における稼働日一日
あたりの稼動時間を１０時間とした場合の稼働率を算出し、Ｃビルの空調機及び
ポンプの消費電力より、それぞれに同稼働率（標準稼動時間１４時間／日）を掛
けて算出した結果、２０５ｋＪ／㎡・日が得られた。これを中間期における空調搬
送機器のエネルギー消費量とし、Ｂビルと同様の手法を用いて経年の一般電
力エネルギー消費量を算出し、夏期、冬期の電力消費量データから一般電力
エネルギー消費量を減算して、夏期、冬期空調搬送機器エネルギー消費量を
算出した。

　Ｄビルは、空調システムをビル用マルチパッケージエアコンとしている。調査よ
り１９９７年度～２００１年度における建物全体の電力消費量データと各部屋の電
力消費量データを得られた。各年度、各月の一般電力消費量は、各部屋の消
費電力量データと共用部の一般電力を建物Ａのものを用いて、各月の一般電
力エネルギー消費量を算出し、また空調システムのエネルギー消費量は、建
物全体の電力消費量データから、一般電力エネルギー消費量を減算したもの
を用いた。
　２００１年度の各建物における各期稼働日の空調システムのエネルギー消費
量推定値に、各期の稼働日合計（３月、１０月は中間期と想定する）を積算するこ
とにより年間のエネルギー消費量を推定した。

注３）　Ｅビルは、調査より１９９７年度～２００１年度における各月の電力消費量及び空調
用ガス消費量データを得られた。Ｅビルは、吸収式冷温水発生機であるので、
Ｃビルと同様の手法より、熱源機器のエネルギー消費量は空調用ガス消費量
から算出し、中間期における電力消費量データから空調搬送機器エネルギー
消費量を減算して、一般電力エネルギー消費量を算出した。また夏期、冬期の
空調搬送機器のエネルギー消費量は、電力消費量データから一般電力エネ
ルギー消費量を減算して算出した。２００１年度のＥビルにおける各期稼働日の
空調システムのエネルギー消費量推定値に、各期の稼働日合計（３月、１０月
は中間期に含む）を積算することにより２００１年度の年間エネルギー消費量を推
定した。

　 　


